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～こんなことに悩んでいませんか？～ 

・障害者雇用、何から始めればよいの？ 

・雇用したいけど、どうやって採用したらよいのかわからない。 

・障害のある人に適した仕事ってどんな仕事？ 

・職場実習を行う場合、どうしたらよい？ 

・助成金制度はあるのかしら？ 

・雇用率を達成していないと言われたけど、そもそも雇用率制度って何？ 

 

まずは、障害者就業・生活支援センター（通称：ナカポ
ツセンター）の企業支援員へ御相談ください。(次頁参照) 

 

千葉県内の障害者就業・生活支援センターでは、企業の障害者雇用を支援 

する「企業支援員」が相談に応じています。 

  

 

 

 
障害のある人を採用する前に、または雇用を検討する際に、職場実習制度
を活用しましょう!! 

実習を行うことによって「どんな仕事を担当してもらうのがよいか」「どんな準備が必要か」と   

いった疑問や不安の解消につながるのではないでしょうか。 

○短期職場実習（実習期間３～１０日程度） 
【問合せ先】各障害者就業・生活支援センター 

○高等技術専門校訓練生の採用前実習（３～１０日程度） 
【問合せ先】障害者高等技術専門校、我孫子高等技術専門校 

○障害者雇用サポート事業研修生の実習（１０日程度） 
 【問合せ先】㈱パソナ （事業受託者 ☎ ０４３－２３８－９８６８） 

○特別支援学校生徒の実習（２週間程度）  
 【問合せ先】各特別支援学校  

○職業訓練 企業実践コースの受託（訓練期間１～３ヶ月） 
【問合せ先】障害者高等技術専門校 

  
 

実習と同じく、障害のある人と一緒に働くということの具体的イメージができる 
職場見学会を開催しています。見学先企業の事業主・担当者との意見交換なども 
実施していますので、ぜひご参加ください。 
【問合せ先】各障害者就業・生活支援センター  

職場実習制度の活用 

職場見学会の開催 

障害者雇用に関する相談 
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企業からの雇用管理の相談に企業支援員が対応しています。また、必要に応じて障害のある人本人

の支援を行う障害者就業・生活支援センターなどの支援機関と連携して、障害のある人が長期就労

できるよう支援を行います。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ジョブコーチとは「職場適応援助者」のことで障害のある人の職場定着の専門家です。 

企業と本人の同意に基づき、ジョブコーチを事業所に派遣し、職場に適応するために必要な支援

を実施しています。 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジョブコーチの活用 

【問合せ先】千葉障害者職業センター 

企業支援員の活用 

【企業支援員の活動事例】 
○初めての障害者雇用に向け、同業他社の雇用状況を見学できるよう調整し、その後意見交換を  

行い、本格的な雇用への検討を始めました。 

○会社側は初めての障害者雇用で不安を感じており、また応募した求職者側も障害の影響により、 

暗くなると視力に自信がなくなるため就業に不安を持っていましたが、採用前の実習を設定し、 

その結果、就業時間を早めに設定することで、双方の不安が解消できました。 

○事業所の移転に伴い、電車通勤となることに不安を持った社員（精神障害者）が上司に相談、企業

支援員・支援機関・会社・本人と移動方法を含め検討した結果、勤務時間の変更（通勤時間をずら

す）を行いました。勤怠は安定しています。 

○本社から事業所に障害者が配属されることとなり、どのように接してよいかわからないとの相談を

受け、「働きやすい職場づくり」について受入部門のスタッフ向けの勉強会を開催しました。 

地域をまたいでの支援や、複数の地域での雇用をご希望される場合は、各地域の
企業支援員が連携して支援します。 

【問合せ先】各障害者就業・生活支援センター 
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近年、精神障害のある人を雇用する企業が増えています。精神障害のある人の職場定着に向けて

は、支援機関の支援と併せて、同じ職場の方々の障害への理解と支援が不可欠です。 

会社や御自身の状況に合わせて以下の講座・研修をご活用ください。 

■講座名：精神・発達障害者しごとサポーター養成講座 
ハローワークでは、精神・発達障害についての基礎知識や、一緒に働くために必要な配慮な

どを短時間で学ぶ「講座」を実施しています。（出前講座も行っています） 

内  容：精神疾患（発達障害を含む）の種類、精神・発達障害の特性、一緒に働く上で    

のポイント（コミュニケーション方法）等 

受講対象：企業に雇用されている方であればどなたも受講可能 

講座時間：90～120 分程度 

【問合せ先】管轄のハローワークまたは千葉労働局 

■研修名：精神障害者等職場内サポーター養成研修 
県では、職場内で精神障害や発達障害のある人と実際に一緒に働いている方を対象に、グル

ープワークやコミュニケーション実技などを用いた研修を行っています。 

内  容：グループワーク、コミュニケーションスキル講習 

受講対象：精神・発達障害のある人と実際に一緒に働いている方 

研修期間：２日間 

【問合せ先】千葉障害者就業支援キャリアセンター 

 

    
 

 

障害者雇用対象事業所なのに、障害者雇用の経験や雇用ノウハウが不足していることにより、 

雇用がゼロの企業をハローワークが中心となって支援します。 

企業ごとのニーズに合わせた支援計画を作成し、地域の関係機関と連携して「障害者雇用推進 

チーム」を結成し、準備段階から採用活動・定着支援まで一貫して支援を行います。 

支援のイメージは以下のとおりです。                   【問合せ先】管轄のハローワーク 

 

 

職場定着のための働く職場での理解と支援 

障害者雇用ゼロ企業向け提案型雇用支援 
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～障害者雇用促進法とは～ 

この法律は、 

①障害者雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置 

②雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び職場で働くに当たっての支障を改善するた

めの措置（合理的配慮の提供義務） 

③職業リハビリテーションの措置 

等を通じて障害者の職業の安定を図ることを目的としています。 

 

＝②について＝ 

○雇用の分野での障害者差別の禁止 

 障害者であることを理由とした不当な差別的取扱いが禁止されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○雇用の分野での合理的配慮の提供義務 

 事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることが義務付けら

れました。 

 

 

 

 

 

 

なお、これらの対象となる障害者は、障害者手帳を持っている方に限定されません。 

身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能に障害があるため、長期に

わたり職業生活に相当の制限を受け、または職業生活を営むことが著しく困難な方が対象となります。 

不明な点またはご相談については、ハローワークまたは千葉労働局へお問い合わせください。 

 

【問合せ先】管轄のハローワークまたは千葉労働局職業対策課  

 

 

 

障害者雇用の制度について 

【差別の例】 

○単に「障害があるから」という理由で求人への応募を認めないこと 

○募集時、業務上必要でない条件を付けて、障害者を排除すること 

○採用後、労働能力などを適正に評価することなく単に「障害者だから」という理由で、異なる

取扱い（給与・昇格など）をすること 

【禁止される差別に該当しない例】 

○障害者のみを対象とする求人（いわゆる障害者雇用求人） 

○研修内容を理解できるよう合理的配慮として障害者のみ独自メニューの研修をすること 

【合理的配慮の例】 

○障害に対応した採用試験・面接（点字・音声・筆談など）を行うこと 

○知的障害がある方などに対し、図などを活用した業務マニュアルを作成するなど作業手順を

わかりやすく示すこと 

○精神障害がある方などに対し、出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮すること 
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～障害者の雇用義務について～ 

民間企業、国、地方公共団体、特殊法人等全ての事業主は、障害者雇用促進法に基づき、一定の割合

（法定雇用率）以上の障害者（身体障害者・知的障害者・精神障害者）を雇用しなければなりません。   

法定雇用率は以下のとおりです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

●雇用障害者数の算定方法（対象となる障害者を１名雇用している場合のカウント数） 

週所定労働時間 ３０時間以上 
２０時間以上 
３０時間未満 

 

身体障害者 １ 0.5 身体障害者手帳所持者 

   重度 ２ １ 身体障害１級、２級 

知的障害者 １ 0.5 療育手帳所持者又は知的判定を受けた方 

 重度 ２ １ 手帳区分Ａ又は重度判定された方 

精神障害者 １ 0.5 又は１ 精神障害者保健福祉手帳所持者 

  

＊１ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者 

又は知的障害者を雇用しているものとみなされる。 

＊２ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者 (１週間の所定労働時間が２０時間以上

３０時間未満の労働者)については1 人分として、重度以外の身体障害者、知的障害者、精神障害者

（※）である短時間労働者は 0.5 人分としてカウントされる。 
 

※精神障害者の職場定着を促進するため、精神障害者である短時間労働者であって、雇入れから 
3 年以内又は手帳取得から 3 年以内の方は 1 人分とカウントされます。（令和５年 3 月まで） 

 

○事業主は、毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません。 

報告義務のある事業主は、「法定雇用障害者数が１人以上となる事業主＝常用雇用労働者数が 43.5

人以上の事業主」です。 

 また、障害者雇用推進者（企業における障害者雇用に係る連絡窓口）を選任するよう努めなければ

なりません。 

 障害者の雇用義務についてのお問合せは、ハローワークまたは千葉労働局まで。 
 

【問合せ先】管轄のハローワークまたは千葉労働局職業対策課  

 

 

事業主区分 法定雇用率 対象となる事業主の範囲 

民間企業 ２．３％ 常用労働者数 43.5 人以上 

国・地方公共団体等 ２．６％ 常用労働者数 38.5 人以上 

都道府県等の 
教育委員会 

２．５％ 常用労働者数 40 人以上 
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～障害者雇用納付金制度～ 

障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図るとともに、全体を通しての障害者の雇用水準

を引き上げることを目的に、「障害者雇用促進法」に基づき設けられた制度です。 

雇用率未達成企業（常用労働者 100 人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業などに対する調整

金・報奨金、障害者の雇用の促進等を図るための各種助成金を支給します。 
 
 
 
 
 

 

 
※１ 納付金：常用労働者 100 人以下の中小企業からの徴収はありません。 
※２ 調整金等支給の対象事業主については、下記へお問い合わせください。 

【問合せ先】独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構千葉支部（高齢・障害者業務課） 

～障害者雇用関係助成金制度～ 

障害のある人を雇用する際に活用できる助成金制度があります。助成金の活用をお考えの方は、    

申請する時期や対象となる障害者、事業所が定められていますので、必ず事前に管轄のハロー  

ワークへお問い合わせください。 

○トライアル雇用助成金  （試行雇用のための助成金）        

・障害者トライアルコース   ・障害者短時間トライアルコース 

○特定求職者雇用開発助成金（雇い入れる際の助成金）         

・特定就職困難者コース  ・発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース 

【問合せ先】管轄のハローワーク 

上記助成金のほか、以下のとおり障害者雇用納付金制度に基づき、雇用する障害者のために、 

施設・設備の整備など特別な措置を実施する事業主等を対象とした助成金制度があります。 
障害者作業施設設置等助成金：雇用する障害者のために、その障害者の障害特性による就労上の課

題を克服する作業施設等の設置・整備を行う事業主に対して助成 

障害者介助等助成金：雇用する障害者のために、その障害者の障害特性に応じた適切な雇用管理や

職場定着のために必要な介助者や職場支援員の配置等の特別な措置を行う事業主を対象に助成 

また療養のための休職後、職場復帰ための必要な措置を講じた事業主に対して助成 

重度障害者等通勤対策助成金：雇用する障害者のために、その障害者の障害特性に応じ通勤を容易

にするための措置を行う事業主を対象に助成 

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金：重度障害者を多数雇用し、これらの障害者のために

事業施設等の整備等を行う事業主に助成 

障害者福祉施設設置等助成金：継続雇用する障害者のために、その障害者の福祉の増進を図るため

の福祉施設等の設置・整備を行う事業主または当該事業主が加入している事業主団体に対して助成 

職場適応援助者助成金：職場適応援助者による援助を必要とする障害者のために、職場適応援助者

による支援を実施した事業主に対して助成 

【問合せ先】独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構千葉支部（高齢・障害者業務課） 

法
定
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雇用率達成事業主※２ 

障害者多数雇用中小企業事業主※２ 

障害者を雇い入れる事業主※２ 不足 1 人当たり 
月額 5 万円を 
納付※１ 

超過 1 人当たり月額２万７千円の調整金支給 

本ページの助成金支給 

対象事業主に超過1 人当たり 

月額 2 万1 千円の報奨金支給 
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ハローワーク（所在地） 管轄区域 問合せ先 ☎ 

ハローワーク千葉 
（千葉市美浜区幸町 1-1-3） 

千葉市のうち中央区(千葉南所の管轄区域を除く)、 
美浜区、花見川区、稲毛区、若葉区、四街道市、   
八街市、山武市、山武郡横芝光町 

043-242-1181 

ハローワーク千葉南 
（千葉市中央区南町 2-16-3 
海気館蘇我駅前ビル３・4 階） 

千葉市のうち中央区(赤井町、今井、今井町、鵜の森
町、大森町、生実町、川崎町、川戸町、塩田町、     
白旗、蘇我町、蘇我、大巌寺町、新浜町、仁戸名町、
花輪町、浜野町、星久喜町、松ヶ丘町、南生実町、
南町、宮崎、宮崎町、村田町、若草)、千葉市緑区、
市原市、東金市、大網白里市、山武郡九十九里町 

043-300-8609 

ハローワーク市川 
（市川市南八幡 5-11-21） 

市川市、浦安市 047-370-8609 

ハローワーク銚子 
（銚子市中央町 8-16） 

銚子市、匝瑳市、旭市 0479-22-7406 

ハローワーク館山 
（館山市八幡 815-2） 

館山市、鴨川市、南房総市、安房郡 0470-22-2236 

ハローワーク木更津 
（木更津市富士見 1-2-1 

スパークルシティ木更津ビル5F） 
木更津市、君津市、富津市、袖ヶ浦市 0438-25-8609 

ハローワーク佐原 
（香取市北 1-3-2） 

香取市、香取郡 0478-55-1132 

ハローワーク茂原 
（茂原市高師台 1-5-1） 

茂原市、長生郡 0475-25-8609 

ハローワークいすみ（出張所） 
（いすみ市大原 8000-1） 

勝浦市、いすみ市、夷隅郡 0470-62-3551 

ハローワーク松戸 
（松戸市松戸 1307-1 松戸ﾋﾞﾙ３F） 

松戸市、柏市、流山市、我孫子市 047-367-8609 

ハローワーク野田（出張所） 
（野田市みずき 2-6-1） 

野田市 04-7124-4181 

ハローワーク船橋（第 1 庁舎） 
（船橋市湊町 2-10-17） 

船橋市、習志野市、八千代市、鎌ヶ谷市、   
白井市 

047-431-8287 

ハローワーク成田（からべ庁舎） 
（成田市加良部 3-4-2） 

成田市、佐倉市、印西市、富里市、印旛郡、
山武郡芝山町 

0476-27-8609 

 

その他支援機関（所在地） 問合せ先 ☎ 

千葉障害者就業支援キャリアセンター（千葉市美浜区新港４３） 043-204-2385 

千葉県立障害者高等技術専門校（千葉市緑区大金沢町 470） 043-291-7744 

千葉県立我孫子高等技術専門校（我孫子市久寺家 684-1） 04-7184-6411 

千葉労働局職業安定部職業対策課（千葉市中央区中央4-11-1千葉第2地方合同庁舎） 043-221-4392 

独）高齢・障害・求職者雇用支援機構千葉支部 
同  千葉障害者職業センター（千葉市美浜区幸町 1-1-3 ハローワーク千葉４階） 

043-204-2901 
043-204-2080 

千葉県発達障害者支援センター（千葉市中央区亥鼻 2-9-3） 043-227-8557 

県内特別支援学校 ※お近くの特別支援学校または教育庁特別支援教育課  043-223-4045 

障害者雇用に関する支援機関 



２９ 

 

千葉県内の障害者就業・生活支援センターについて 
(通称：ナカポツセンター) 

千葉県内には、一般企業で働きたい障害のある人の就労支援と、企業への雇用支援を行う「障害者就業・
生活支援センター」が１６か所設置されています。（下図参照） 

この「障害者就業・生活支援センター」は、「就業」と「生活」の間の「・（ナカポツ）」をとって通称     
「ナカポツセンター」と呼ばれています。 

ナカポツセンターには、就業支援員と生活支援員が配置されており、働きたい人の住んでいる地域の実情
や個々の特性に合わせ、雇用、福祉、教育等の関係機関と連携しながら、就労相談への対応、就業支援及び
就業に伴う日常生活上の問題について、必要な支援を行っています。 

また、千葉県独自の制度として企業に対して支援を行う「企業支援員」を各センターに配置して
います。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［編集・発行］千葉県 商工労働部産業人材課 障害者就労支援班 
          〒260-8667 千葉市中央区市場町１－１ 
          TEL 043-223-2756 FAX 043-221-3730 

※本書中、各制度については簡潔に紹介させていただいております。 
 なお、制度の内容・連絡先等につきましては令和３年３月１日現在のものです。 


